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平成２８年度自動車局税制改正要望結果 

 

 

１．車体課税の見直し（自動車重量税・自動車取得税・自動車税・軽自動車税）  
 

車体課税の見直しについては、平成 27 年度与党税制改正大綱等に沿って、以下のとおり見直しを行

う。 

・ 自動車取得税については、消費税率 10％への引上げ時に廃止する。 

・ 自動車税及び軽自動車税については、環境性能割において、事業用自動車や軽自動車の上限税

率２％の維持や、重量車の特性に鑑みた燃費基準と税率の要件を設定することなどにより、現行の

自動車取得税よりも負担の軽減を図るとともに、グリーン化特例を１年間延長する。 

 

 

２．都道府県の条例に定める乗合バス車両の取得に係る非課税措置の延長 

 

 

地域住民の生活の足として必要不可欠な公共交通機関であるバス交通を確保・維持・改善するため、

都道府県の条例に定める路線（住民生活に必要な路線で輸送人員の減少等により運行の維持が困難

なもの）の運行の用に供する乗合バス車両の取得に係る自動車取得税の非課税措置を 1 年間延長す

る。 

 

 

３．その他 
  
(1) 新たな重量車排出ガス規制の導入に伴う特例措置の見直し 
（自動車重量税・自動車取得税） 

自動車重量税及び自動車取得税のエコカー減税の対象に、平成 28 年ディーゼル重量車排出ガス規

制に適合する車両を追加する。 

  

（自動車取得税） 
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(2) 独立行政法人の組織の見直しに伴う税制上の所要の措置 〔独立行政法人

自動車技術総合機構〕 （法人住民税・不動産取得税 等） 

独立行政法人改革等を進める中で、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25 年 12

月 24 日閣議決定）を実現するため、自動車検査独立行政法人及び交通安全環境研究所の統合時に

おける、資産等の円滑な移管及び統合法人における確実な業務運営を図るために必要な所要の措置

を講じる。 

 

(3) 公共の危害防止のために設置された施設又は設備に係る特例措置の延長

（固定資産税） 

事業者が取得する廃油処理装置等及びし尿浄化槽の沈下・浮上装置等に係る課税標準の特例措置

を 2年間延長する。  

 

(4) 被災自動車等に係る特例措置の延長（自動車重量税） 

東日本大震災による津波被害等により被災した自動車等について、車検残存期間（平成 23 年 3 月

11 日から車検期間満了日まで）に相当する自動車重量税を還付する特例措置の適用期限を 3 年間延

長する。 

 

(5) 被災自動車等の代替取得に係る車体課税の特例措置の延長等（自動車重量

税・自動車取得税・自動車税・軽自動車税） 

東日本大震災により滅失等した被災自動車等に代わる自動車等を取得した場合の自動車重量税、

自動車取得税、自動車税、軽自動車税の特例措置の適用期限を 3年間延長する。 

また、消費税 10％への引上げ時に自動車取得税が廃止され自動車税に取得時の環境性能割が導

入された場合においても環境性能割を非課税とする。 

 

(6) 被災代替資産等に係る特別償却の特例措置の延長（所得税・法人税） 

東日本大震災被災により、①滅失又は損壊した建物、構築物、機械・装置等に代わるものとして取得

等をして事業の用に供した資産、②取得等をして被災区域内で事業の用に供した建物、構築物、機械・

装置等における特別償却（機械・装置等 24％、建物・構築物 12％ 中小企業の割合）の適用期限を 3

年間延長する。 



車体課税の見直し （自動車重量税・自動車取得税・自動車税・軽自動車税）

○平成２８年度の自動車税・軽自動車税におけるグリーン化特例の見直し及び延長、平成２９年度の環境性能割の導入等については、以下の通
りとする。

＜自動車税・軽自動車税におけるグリーン化特例の見直し＞

対象車 内容

電気自動車 等

▲75%2015年度燃費基準+20%達成
（2020年度燃費基準達成）

2015年度燃費基準+20%達成
（2020年度燃費基準未達成） ▲50%

2015年度燃費基準+10%達成

＜環境性能割の導入＞ 現行の自動車取得税と比べて負担の軽減を実現。営業用車・軽自動車の上限税率は２％。

平
成
２
８
年
度

＜環境性能割における各種特例措置の確保＞

【乗用車】

対象車 内容

電気自動車 等

▲75%2020年度燃費基準
+10%達成

2015年度燃費基準
+20%達成

▲50%

各種特例 内容

条例バス特例
条例に定める路線の運行の用に供
する乗合バス車両の取得に係る環
境性能課税を非課税

バリアフリー特例
バリアフリー車両について取得価額
から100万円～1,000万円を控除

ＡＳＶ特例
ＡＳＶ装置を備える車両について取
得価額から350万円（1装置）又は
525万円（2装置）を控除

対象車 内容

電気自動車 等 ▲75%

2020年度燃費基準
+20%達成

▲50%

2020年度燃費基準
達成

▲25%

対象車 軽減率

・電気自動車

・燃料電池自動車

・プラグインハイブリッド自動車

・天然ガス自動車

▲75%

【軽自動車】 【中・重量車】

平
成
２
９
年
度

2015年度燃費基準 2020年度燃費基準

達成
+5%
達成

+10%
達成

達成
+10%
達成

+20%
達成

乗用車 3% 2.4% 1.8% 1.2% 0.6% 0%

軽自動車 2% 1.6% 1.2% 0.8% 0.4% 0%

営業用 2% 1.6% 1.2% 0.8% 0.4% 0%

2015年度燃費基準 2020年度燃費基準

達成
+5%
達成

+10%
達成

達成
+10%
達成

+20%
達成

乗用車 3% 2% 1% 0%

軽自動車 2% 1% 0%

営業用 2% 1% 0.5% 0%

2015年度燃費基準

未達成 達成
+5%
達成

+10%
達成

+15%
達成

自家用 3% 1.8% 1.2% 0.6% 0%

営業用 2% 1.2% 0.8% 0.4% 0%

2015年度燃費基準

未達成 達成
+5%
達成

+10%
達成

+15%
達成

自家用 3% 2% 1% 0%

営業用 2% 1% 0.5% 0%

【重量車】

○自動車取得税において措置されていた以下
の各種特例を環境性能割においても措置する。

○燃費性能等に応じて軽減された税率と各種
特例の両方の適用が可能。

＜平成２９年度税制改正における検討事項＞

【自動車重量税】
自動車重量税に係るエコカー減税の見直しについては、燃費水準が年々向上してい

ることを踏まえ、燃費性能がより優れた自動車の普及を継続的に促す構造を確立する
観点から、平成２７年度与党税制改正大綱に沿って検討を行い、平成２９年度税制改
正において具体的な結論を得る。

軽自動車及び中・重量車のグリーン化特例については、現行制度のまま１年延長。乗用車のグリーン化特例については、以下の通り要件を見直した上で１年延長。

（H28.4～H29.3）（H28.4～H29.3）

＜自動車取得税＞ 消費税率１０％引上げ時に廃止する。

（H28.4～H29.3）

※現行エコカー減税については、H21年排出ガス規制Nox・PM10%低減車の税率を、環境性能課税については、H28年排出ガス規制適合又はH21年排出ガス規制Nox・PM10%低減車の税率を記載。

現行の自動車取得税税率(H27.4～H29.3) 環境性能割税率(H29.4～H31.3)

【自動車税・軽自動車税】
環境性能割を導入する平成29年度以後の自動車税及び軽自動車税のグリーン化特

例（軽課）については、環境性能割を補完する制度であることを明確化した上で、平成
29年度税制改正において具体的な結論を得る。

-
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都道府県の条例に定める乗合バス車両の取得に係る非課税措置の延長
（自動車取得税）

乗合バス事業者の収支状況

地域住民の生活の足として必要不可欠な公共交通機関であるバス交通を確保・維持・改善するため、
都道府県の条例に定める路線 （住民生活に必要な路線で輸送人員の減少等により運行の維持が困
難なもの）の運行の用に供する乗合バス車両の取得に係る自動車取得税の非課税措置を平成２９年
３月３１日まで延長する。

地域住民の日常生活に不可欠な足としてバス路線を維持し、 公共的使命を果たすとともに、高齢
者や障害者をはじめとする誰もがアクセスしやすい公共交通機関としての役割の維持や環境にやさ
しい交通体系の構築を促進するためには、老朽化した乗合バス車両の早期代替が重要である。

車両価格1,700万円の場合
自動車取得税【減税額】約３１万円

・輸送人員の減少 ・景気低迷 ・燃料価格の高止まり 等
⇒バス事業者の経営は厳しい状況

環境性能向上

路線維持

バリアフリー化

車両
代替

を促進
黒字
事業者
29.0%

赤字
事業者
71.0%

乗合バス事業者の７割強 が赤字事業者
となっている。

※平成25年度

要望の結果

-
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新たな重量車排出ガス規制の導入に伴う特例措置の見直し（自動車重量税・自動車取得税）

自動車重量税及び自動車取得税のエコカー減税の対象に、平成２８年ディーゼル重量車排出ガス規制に適合する車
両を追加する。

施策の背景

要望の結果

○窒素酸化物（ＮＯｘ）の規制値を「0.7g/kWh」から
「0.4g/kWh」に強化

○大気汚染状況について、大都市地域において
も環境基準の達成を将来に向けて確実なもの
とするため、ディーゼル重量車に対して、平成
２８年排出ガス規制が導入されたところ。

○また、燃費性能についても、気候変動に関す
る平成３２年以降の国際枠組を構築する動き
がある中、地球温暖化対策として、今後も燃費
の改善が求められている。

○このような中、税制上の特例措置を講じること
により、平成２８年ディーゼル重量車排出ガス
規制への適合と平成２７年度燃費基準の達成
の両立を促し、より環境性能の優れた自動車
の普及を促進することが必要。

○自動車重量税及び自動車取得税のエコカー減税について、対象車両に平成２７年度燃費基準を達成し、かつ、
平成２８年ディーゼル重量車排出ガス規制に適合する車両総重量7.5トン超のトラック・バスを追加する。

平成２８年ディーゼル重量車排出ガス規制

規制物質

規制値【g/kWh】

平成21年
排出ガス規制

平成28年
排出ガス規制

一酸化炭素（CO） 2.22 2.22

非メタン炭化水素
（NMHC）

0.17 0.17

窒素酸化物（NOx） 0.7 0.4

粒子状物質（PM） 0.010 0.010

-
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独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定）（概要）

【交通安全環境研究所、自動車検査独立行政法人】
○ 自動車検査独立行政法人と独立行政法人交通安全環境研究所を統合する（統合時期は、平成28年4月とすることが行政改

革推進本部決定（平成26年8月29日）に盛り込まれている）。

【自動車安全特別会計・自動車検査登録勘定】
○ 国の自動車検査登録業務のうち登録基準の適合性審査に係る調査・確認に関する事務について、

新法人へ平成28年度から段階的に移管する（平成30年度開始までに作業完了）。

交通安全環境研究所 国による登録業務自動車検査独立行政法人

登録の審査等

登録基準の適合性審査
に係る調査・確認事務

移 管独立行政法人
自動車技術総合機構

統 合

・統合法人における確実な業務運営を図る上での措置（統合法人を非課税独立行政法人*とする。）
→法人住民税、不動産取得税、固定資産税、事業所税、自動車取得税、自動車税、軽自動車税、都市計画税、鉱区税、

特別土地保有税、水利地益税、共同施設税、宅地開発税の非課税措置
*交通安全環境研究所及び自動車検査独立行政法人は非課税独立行政法人として上記地方税の非課税対象となっている。

平成28年度地方税改正要望の結果

独立行政法人の組織の見直しに伴う税制上の所要の措置 （法人住民税・不動産取得税 等）

-
6

-



以下の施設に係る課税標準の特例措置の延長（２年間）
 水質汚濁防止法に規定する「特定施設」を設置する工場又は事業場に新設する、廃油処理装置等
 同法に規定する「特定施設」又は「指定地域特定施設」を設置する工場又は事業場に新設する、し尿浄化槽の沈下・

浮上装置等
※１ 廃油処理施設等のうち、①カドミウム等の有害物質を含む汚水・廃液を排出する施設 又は ②生活環境への被害を生じる恐れがある程度の窒素・りんを含有する等の汚水又は廃液を排出する施設
※２ 処理対象人数が201人～500人のし尿浄化槽のうち、東京湾・伊勢湾・瀬戸内海の水質汚濁に関係のある地域に設置されるもの

【特例措置の内容】
■特例内容：固定資産税の課税標準の特例：

（イ）大臣配分又は知事配分資産 １／３
（ロ）その他の資産 １／３を参酌して１／６以上１／２以下の範囲内において市町村の条例で定める割合

■特例期間：平成28年4月1日～平成30年3月31日（2年間）

船舶廃油処理施設

廃油処理施設は一般的に、受入設備、油水分離設備、回収油貯蔵設
備、固形物処理設備、焼却設備、排水設備などで構成される。

し尿浄化槽

事業者が取得する廃油処理装置等及びし尿浄化槽の沈下・浮上装置等に係る課税標準の特例措置を２
年間延長する。

○公共用水域の汚濁を防止するためには、廃油処理装置等を設置する等の手段を講じることにより、排水基準に適合し
た効率的かつ確実な油水分離の実施や排水水質の改善等が必要。

○このため、事業者が取得する廃油処理装置等及びし尿浄化槽に対する税制上の優遇措置を講じることにより、引き続き
事業者による廃油処理装置等及びし尿浄化槽の整備、維持を図ることが必要。

施策の背景

廃油処理装置
油水分離槽 排水処理装置

自動車の運行の安全に重要な部位（原動機、制動装置等）を取り外して
整備（分解整備）を行う際に部品や下部洗浄を行うことにより廃油や廃水
が生じる。

要望の結果

※１

※２

公共の危害防止のために設置された施設又は設備に係る課税標準の特例措置の延長
（固定資産税）

-
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被災自動車等に係る特例措置の延長（自動車重量税）

-
8

-

 震災により自動車に被害を受けられた方を確実に救済するため、現行の特例措置を３年間延長する。

 被災者の救済に万全を期すことを通じた、災害廃棄物処理への理解を含む復興支援の推進

現状・課題

要望の結果

期待される効果

東日本大震災による津波被害等により、消滅、使用不能となった自動車（二輪車等を含む）が多数発生。

これらの被災自動車は、自動車リサイクル制度に基づく解体ができず、廃車還付制度の適用を受ける
ことができないケースも多いことを踏まえ、車検残存期間（平成23年3月11日から車検期間満了日まで）
に相当する自動車重量税を還付する特例措置が創設（適用期限：平成28年3月31日まで）。
(注)：自動車を廃車する場合、適正に自動車リサイクルが行われれば車検残存期間に相当する自動車重量税の還付が受けられることになっている。

 現在、被災自動車の処分は順調に進んでいるが、

昨年度において平均して月50件程度の申請があったことから、福島県の警戒区域内で被災自動車が
残存しており、今後も一定程度申請が続くことが見込まれるため、本特例措置により、引き続き、被災
自動車の所有者の方の支援が必要。

②自動車重量税を還付（※）

（被災自動車）

（所有者）

①自動車重量税の還付申請
（被災自動車の抹消登録申請）

・還付申請書の回付
・被災自動車情報提供

（運輸支局等）

【 現 行 措 置 の 仕 組 み 】

※還付金額 ＝ 納付した自動車重量税額 ÷ 車検証有効期間 × 車検残存期間

（税務署）



被災自動車等の代替取得に係る車体課税の特例措置の延長等
（自動車重量税・自動車取得税・自動車税・軽自動車税）

-
9

-

特例の内容

要望の結果

○ 被災自動車等の代替取得に係る車体課税の特例の適用期限を３年延長し、平成31年
3月31日まで※とする。

※ 自動車重量税については、平成31年4月30日まで

○ 東日本大震災により滅失等した被災自動車等の所有者が代替自動車等を取得した場合、当該
自動車等に係る車体課税について下記の特例措置を講じる。

税目 特例の対象 措置内容

自動車重量税 国税 平成31年4月30日までの間の最初の車検時 免除

自動車取得税
都道府県税

平成29年3月31日までの間に取得 非課税

自動車税 平成31年3月31日までに取得した代替自動
車等の取得初年度分及び翌年度分（環境性
能割（仮称）含む）

非課税
軽自動車税 市町村税



被災代替資産等に係る特別償却の特例措置の延長（所得税・法人税）

-
1
0

-

○ 被災代替資産等に係る特別償却の特例措置の適用期限を３年延長し、平成31年３月
31日までとする。

○平成31年３月31日までの間に、以下の①、②の場合、その取得価額の一定割合の特別償
却ができる。

①東日本大震災により滅失し、又は損壊した一定の建物、構築物、機械及び装置等に代わるもので、その製作又は建設の後事業の
用に供されたことのないものの取得等をして、これらの資産を事業の用に供した場合

②建物若しくは構築物又は機械及び装置で、その製作又は建設の後事業の用に供されたことのないものの取得等をして、被災区域
である土地に付随して一体的に使用される土地の区域内において、これらの資産を事業の用に供した場合

○対象の資産及び特別償却率は、下表のとおり。

被災代替資産等の種類
特別償却率

中小企業者等（※３） その他法人

機械及び装置、船舶（※１）、車両運搬具（※２） ２４％ ２０％

建物又は構築物（増築部分含む） １２％ １０％

（※１）非自航作業船を除く
（※２）鉄道車両、小型二輪、検査対象外軽自動車、小型特殊自動車、原動機付自転車を除く
（※3）中小企業者または農業協同組合等

特例の内容

要望の結果


